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2024 年１月 24 日 

各 位 

会 社 名  全 保 連 株 式 会 社 

代表者名  代表取締役社長執行役員 迫  幸治 

  （コード番号：5845 東証スタンダード市場） 

問合せ先  経 営 企 画 部 部 長 小林 寛之 

  （TEL：050-3124-6500） 

 

 

沖縄バスケットボール株式会社及び株式会社プロトソリューションとの業務提携 

並びに沖縄バスケットボール株式会社の株式一部取得に関するお知らせ 

  

当社は本日の取締役会において、沖縄バスケットボール株式会社（以下「沖縄バスケットボール」と

いう）及び株式会社プロトソリューション（以下「プロトソリューション」という）と業務提携契約

（以下「本業務提携」という）を締結すること、並びに沖縄バスケットボール株式の一部を取得（以下

「本株式取得」という）することを決議しましたのでお知らせします。 

 

記 

 

１．本業務提携の前提及び目的 

沖縄発祥企業の当社は、「QUALITY FOR THE FUTURE 新たな価値へ、新たな未来へ」との企業理念を掲

げ、家賃債務保証サービスの提供を通じて賃貸市場に安心・安全をお届けするよう取り組んでおり、自由

で柔軟な発想で新たな価値を提供し新たな未来を創造すべく社会とともに歩んでいます。また、2008 年

よりトップオフィシャルパートナーとして沖縄バスケットボールの事業を支援しています。 

沖縄バスケットボールは、Bリーグに所属するプロバスケットボールチーム「琉球ゴールデンキングス」

の保有・運営を通じ「沖縄をもっと元気に！」の活動理念のもとスポーツ・エンターテインメント事業を

展開しています。 

プロトソリューションは、「データとテクノロジーで人々に感動を届け、地域・社会に貢献する」との

ビジョンを掲げてデジタルマーケティング等の ITソリューション事業を展開する企業であり、沖縄バス

ケットボールの過半数株式を保有するとともに人材出向などにより同社の事業を支援しています。 

このたびの当社、沖縄バスケットボール及びプロトソリューションの 3 社の業務提携により、沖縄バ

スケットボールが掲げる活動理念を実現するとともに、3社各自の事業の発展及び企業価値の向上を図る

ことを目的として協働を進めていきます。 

 

２．本業務提携の内容 

当社、沖縄バスケットボール及びプロトソリューションの 3 社は各社の事業等の強みを活かし、上述

の目的の遂行のためにブランドプロモーション・マーケティング活動・地域貢献活動など広い分野におい

て最大限協力します。 

また当社とプロトソリューションは、それぞれが沖縄バスケットボールと結んでいるオフィシャルパ

ートナー契約に従い引き続き同社を支援していきます。 

今後本件の業務提携を具体化するため、当社、沖縄バスケットボール及びプロトソリューションの 3社

間で早期に業務提携委員会等を設置し、真摯に協議を進めていきます。 
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３．本業務提携の相手先の概要 

（１）沖縄バスケットボール 

① 名 称 沖縄バスケットボール株式会社 

② 所 在 地 沖縄県沖縄市久保田 3丁目 11番 1号プラザハウスフェアモール 2階 

③ 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 白木 享 

④ 事 業 内 容 プロバスケットボールチーム「琉球ゴールデンキングス」の運営 

⑤ 資 本 金 6,580万円 

⑥ 設 立 年 月 日 2006年 10月 26日 

⑦ 大 株 主 及 び 持 株 比 率 
株式会社プロトソリューション 

株式会社ユーグレナ 

52.68% 

18.93% 

⑧ 
上 場 会 社 と 当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 

当該会社が運営するプロバスケットボールチーム「琉

球ゴールデンキングス」のオフィシャルパートナー契

約を締結しております。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 

なお、最近３年間の財政状態及び経営成績については、相手先の要請により非開示としております。 

 

（２）プロトソリューション 

① 名 称 株式会社プロトソリューション 

② 所 在 地 沖縄県宜野湾市大山 7丁目 10番 25号 

③ 代 表者 の役 職・ 氏名 代表取締役社長 白木 享 

④ 事 業 内 容 
デジタルマーケティング事業、ITインテグレーション事業、ユーザー

メディア事業、コミュニケーションサポート事業、人材支援事業 

⑤ 資 本 金 1億円 

⑥ 設 立 年 月 日 2007年 4月 3日 

⑦ 大 株主 及び 持株 比率 株式会社プロトコーポレーション 100.0% 

⑧ 
上 場会 社と 当該 会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 

なお、最近３年間の財政状態及び経営成績については、相手先の要請により非開示としております。 

 

 

４．本株式取得の内容 

当社は、本業務提携を円滑に推進し、上記 3社間の信頼関係を一層強固なものとすべく、沖縄バスケッ

トボールの現株主である株式会社ユーグレナ（以下「ユーグレナ」という）との間で株式譲渡契約（以下

「本株式譲渡契約」という）を締結し、ユーグレナが保有する沖縄バスケットボール株式の全て（2023年

6月末時点の発行済み株式数（2,536株）に対し 18.93％（小数点以下第 3位を四捨五入））である普通株

式 480株を、2024年 1月 31日（予定）に取得いたします。 

 

５．本株式取得の相手先の概要 

2022年 12月 31日現在 

① 名 称 株式会社ユーグレナ 

② 所 在 地 東京都港区芝五丁目 29番 11号 

③ 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 出雲 充 

④ 事 業 内 容 

ユーグレナ等の微細藻類等の研究開発、生産 

ユーグレナ等の微細藻類等の食品、化粧品の製造、販売 

ユーグレナ等の微細藻類等のバイオ燃料技術開発、環境関連技術開発 

バイオテクノロジー関連ビジネスの事業開発、投資等 

⑤ 資 本 金 139億 8,504万円 
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⑥ 設 立 年 月 日 2005年 8月 9日 

⑦ 大 株 主 及 び 持 株 比 率 

出雲 充 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 

10.85% 

10.27% 

4.19% 

⑧ 
上 場 会 社 と 当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 

⑨ 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 2020年 9月期 2021年 12月期 2022年 12月期 

 連 結 純 資 産 9,386百万円 20,588百万円 19,353百万円 

 連 結 総 資 産 15,351百万円 61,007百万円 57,275百万円 

 １株当たり連結純資産 100.58円 181.35円 167.34円 

 連 結 売 上 高 13,317百万円 34,420百万円 44,392百万円 

 連 結 営 業 利 益 △1,807百万円 △6,565百万円 △3,455百万円 

 連 結 経 常 利 益 △1,457百万円 △6,354百万円 △2,489百万円 

 
親会社株主に帰属する 

当 期 純 利 益 
△1,486百万円 △5,038百万円 △2,672百万円 

 
１株当たり連結当期純利

益 
△16.00円 △49.07円 △23.83円 

 １ 株 当 た り 配 当 金 －円 －円 －円 

（注）１．2021年 12月期は、決算期変更により 2020年 10月 1日から 2021年 12月 31日までの 15ヶ月

間となっております。 

２．持株比率については、株式会社ユーグレナが保有する自己株式を除いた発行済株式総数に対す

る所有株式数の割合となります。 

 

６．異動前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 －株（－％） 

（２） 取 得 す る 株 式 数 480株（18.93％） 

（３） 取 得 価 額 総額 360,000,000円（１株につき 750,000円） 

（４） 異動後の所有株式数 480株（18.93％） 

なお、取得価額については、第三者算定機関による評価等を勘案して決定しております。 

 

７．日程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2024年１月 24日 

（２） 本業務提携契約締結日 2024年１月 24日 

（３） 本株式譲渡契約締結日 2024年１月 24日 

（４） 本 株 式 取 得 日 2024年１月 31日（予定） 

 

８．今後の見通し 

本業務提携及び本株式取得に伴う業績への影響は軽微ですが、今後、業績に重大な影響を与えること

が明らかになった場合には、速やかに開示いたします。 

 

以上 


